
一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会東京支部

労働安全・労働衛生コンサルタント

中井知章

化学物質の自律管理型
リスクマネジメント

2025年7月24日
日本能率協会主催
労働安全衛生展
東京ビッグサイト



目次

1.化学物質管理の法令順守型から自律管理型へ
2.労働安全衛生マネジメントシステム
3.働く人及びその他の利害関係者のニーズ及び期待の理解 
4.リスク及び機会への取組み
5.労働安全衛生目標及びそれを達成するための計画策定 
6.力量
7.文書化した情報
8.パフォーマンス評価
9.改善
10.化学物質管理専門家



令和4年5月31日 政省令改正



ＩＳＯ４５００１は、内部と外部の課題を考慮し、働く人とその他
利害関係者のニーズと期待を考慮に入れて、OSHMSの適用

範囲及びリスクと機会を決定し、その決定したリスクと機会に
ついて、リーダーシップ及び働く人の参加のもとで、計画、実
施、パフォーマンス評価、改善(PDCAサイクル)で取り組み、意
図した成果(働く人の労働に関する負傷又は疾病の防止、及
び健康的な職場の提供)を達成する仕組みである。

労働安全衛生マネジメントシステム
ＩＳＯ４５００１とは
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取組みの計画策定フロー

危険源の特定(6.1.2.1)

取組む対象を決める(6.1.1)

取組の計画(6.1.4)

目標管理

労働安全衛生リスク・機
会の評価(6.1.2.2)

法的要求事項及
びその他の要求事

項(6.1.3)

緊急事態へ
の対応(8.2)

内部・外部
の課題

(4.1)

働く人・利害関
係者のニーズ
と期待(4.2)

労働安全衛生リスク・機会及び
その他のリスク・機会の評価

(6.1.2.2)(6.1.2.3)

取組む対象を決める(6.1.1)

運用管理 モニタリング・測定・分析 教育計画



4.2 働く人及びその他の利害関係
者のニーズ及び期待の理解 

令和4年5月31日の政省令改正によ
り、化学物質管理を法令準拠型から
自律管理型へ対応しなければならな
くなった。



6.1 リスク及び機会への取組み 

①化学物質に係る法令順守

②自律管理型リスクマネジメ
ントシステムの構築



6.2 労働安全衛生目標及びそれを
達成するための計画策定 

①実施体制の確立
・総括安全衛生管理者の選任
・安全管理者の選任
・衛生管理者の選任
・産業医の選任
・化学物質管理者の選任(安衛則第12条の5)

・保護具着用管理責任者の選任(安衛則第12条の6)

・作業主任者の選任



②化学物質の危険源特定
―化学物質のリスク一覧表の作成―

・特別規則対象物(有機則、特化則、鉛則、粉じん則)
・リスクアセスメント対象物 896→1537(令和7年4月1日)
・濃度基準値設定物質  67→179(令和7年10月1日)
・がん原生物質 約200
・皮膚等障害有害物質
・皮膚吸収性有害物質
・毒劇物取締法
・消防法
・高圧ガス保安法

1064→1127(令和7年1月24日)



③化学物質のリスクアセスメント手順書の作成
●危険性のリスクアセスメント
・クリエイトシンプル
・スクリーニング支援ツール
・安衛研式
・JISHA式 など

●有害性のリスクアセスメント
・クリエイトシンプル
・ECETOC TRA
・検知管
・リアルタイムモニター
・確認測定
・個人ばく露測定



④安衛法規制一覧表(兼)順守評価表の作成
・安衛則の改正

 ・有機則、特化則、鉛則、粉じん則の改正

⑤化学物質管理のための教育計画の作成
・ラベル・SDSの教育

 ・化学物質リスクアセスメントの教育



7.2 力量

①改正法規制の知識と理解

・管理者

・職長

・順守評価者



7.2 力量

②ラベル・SDSの知識と理解

・化学物質管理者

   ・保護具着用管理者

・職長

・作業者



7.2 力量

③特別規則の掲示
・有機則(追加) 令和5年4月1日施行

・特化則(※追加と※※拡大)
※ 令和5年4月1日施行、
※※令和5年10月1日施行

・鉛則(新設) 令和5年4月1日施行

・粉じん則(新設) 令和5年4月1日施行



従来の掲示を用いて、改正後の掲示に替えることも可能ですが、この掲示のみで
は、内容が不足（疾病の種類、使用すべき保護具）するため、不足する内容を別
途追加する必要があります。

有機則の掲示(旧)
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有機則の掲示(新)

①

②



特化則の掲示(追加・拡大)

①

②



粉じん則の掲示(新設)



7.5 文書化した情報

【文書】

①OHSMSマニュアル

②化学物質管理規程(できれば)

③リスクアセスメント手順書



7.5 文書化した情報

【記録】
①リスクアセスメントの結果(安衛則第34条の2の8)

②ばく露防止措置(最小限度、濃度基準値以下リ
スクアセスメント対象物健康診断後の措置)
(安衛則第577の2第11項第一号)

③ばく露状況(安衛則第577の2第11項第二号)

④作業記録(がん原生物質に限る) (安衛則第577の2

第11項第三号)

⑤安全衛生委員会議事録(②の審議事項) (安衛則第

577の2第11項第四号)



9. パフォーマンス評価 

①目標の達成度評価
②順守評価

１．主に管理者が、定期的に改正情報を入手する。
２．主に管理者が、関連法規制一覧表(兼)順守評価表

(以下「順守評価表」という)を常に最新版とする。
３．主に管理者が、順守及び評価者に対して「順守評
価表」の教育を行う。

４．実施者は、「順守評価表」に基づき順守する。
５．評価者は、「順守評価表」に基づき順守評価する。
６．法令違反の場合、修正・是正処置を行い、「順守評
価表」に処置の結果と適切性・有効性を記録する。



安全衛生関係法令の順守システム
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違反事例. 化学物質管理者の未選任
(安衛則第12条の5)
→溶解アセチレン(アセトン含有)容器を使用して溶断作業を
行っているが、化学物質管理者が選任されていなかった。

溶解アセチレン容器は、アセトンを含ませたマスに溶解させており、
溶断作業では、アセトンを4wt%含有したアセチレンガスを噴出させ
ている。リスクアセスメント対象物であるアセトンを取り扱うので、
化学物質管理者の選任が必要である。

アセトン含有



9. パフォーマンス評価 

③確認測定(濃度基準値以下にする→安衛則第577条の2第2項)

個人ばく露測定(最小限度にする→安衛則第577条の2第1項)

④リスクアセスメント対象物健康診断
・安衛則第577条の2第3項健診
・安衛則第577条の2第4項健診

⑤内部監査

⑥マネジメントレビュー



10. 改善 

①リスク低減措置

②未順守に対する対応

③内部監査の指摘事項に対する改善

④マネジメントレビューによるアウトプット



化学物質管理専門家の活躍の場

①化学物質労働災害事業場への改善(安衛則第34条の2の10)

②管理水準良好事業場の特別規則適用除外のための管
理または評価
(特化則第2条の3、有機則第4条の2、鉛則第3条の2、粉じん則第3条の2)



③リスクアセスメントの実施に参画または助言
(リスクアセスメント指針)
→リスクアセスメントの実施に当たっては、必要に応じ、事業場内の化学物質管理
専門家や作業環境管理専門家のほか、リスクアセスメント対象物に係る危険性及び
有害性や、機械設備、化学設備、生産技術等についての専門的知識を有する者を参
画させること。
→上記のほか、より詳細なリスクアセスメント手法の導入又はリスク低減措置の実
施に当たっての、技術的な助言を得るため、事業場内に化学物質管理専門家や作業
環境管理専門家等がいない場合は、外部の専門家の活用を図ることが望ましいこと。

④有効な呼吸用保護具の選択にあたって、濃度基準値やば
く露限界値に関する情報がない場合の相談相手
(呼吸用保護具の選択、使用等の通達)
4(1)呼吸用保護具の種類の選択→有害物質の濃度基準値やばく露限界に関する情報
がない場合は、化学物質管理者、化学物質管理専門家をはじめ、労働衛生に関する
専門家に相談し、適切な指定防護係数を有する呼吸用保護具を選択すること。

化学物質管理専門家の活躍の場



第14次労働災害防止計画(2023年4月～2028年3月)

（８）化学物質等による健康障害防止対策の推進 
ア 化学物質による健康障害防止対策 
（ア）労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと
 ・化学物質を製造し、取り扱い、又は譲渡・提供する事業者において、化
学物質管理 者の選任及び外部専門人材の活用を行うに当たり、次の２つの
事項を的確に実施する。 

①化学物質を製造する事業者は、製造時等のリスクアセスメント等の実施
及びその 結果に基づく自律的なばく露低減措置を実施し、並びに譲渡提供
時のラベル表 示・ＳＤＳを交付する。ＳＤＳの交付に当たっては、必要な
保護具の種類も含め 「想定される用途及び当該用途における使用上の注
意」を記載する。 

②化学物質を取り扱う事業者は、入手したＳＤＳ等に基づくリスクアセス
メント等 の実施及びその結果に基づく自律的なばく露低減措置を実施する。

重点事項ごとの具体的取組



（イ）（ア）の達成に向けて国等が取り組むこと 

・化学物質管理者講習（法定及び法定外のもの）のテキスト等の教材作成等
による化 学物質管理者等の育成支援を図る。
 ・リスクアセスメント及びその結果に基づく措置や、濃度基準値遵守のた
めの業種 別・作業別の化学物質ばく露防止対策マニュアルの作成支援を行
う。

 ・中小事業者向けに、業種別の特徴を捉えた化学物質管理に係る相談窓口
の設置、訪 問指導の実施、人材育成（講習会）の機会の提供等を行う。 
・各都道府県の化学物質管理専門家リスト等の作成により、事業者における
専門家へ のアクセスの円滑化を図るとともに、化学物質管理に係る協議会
を立ち上げる。 

・労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理研究センターにおけるＧＨＳ分
類・モデ ルＳＤＳ作成、クリエイト・シンプル（簡易リスクアセスメント
ツール）の改修及 び周知等の事業場における化学物質管理の支援を行う。



化学物質管理専門家(令和5年4月1日施行)
(告示:令4.9.7厚生労働省告示第274号、第275号)

    (通達:令4.9.7基発0907第1号、最終改正令5.7.14基発0714第8号)
【要件】
①労働衛生コンサルタント（試験の区分が労働衛生工学であるものに限る。）に係
る「５年以上化学物質の管理に係る業務に従事した経験」又は「５年以上粉じんの
管理に係る業務に従事した経験」については、当該資格取得の前後を問わないこ
と。

・「化学物質の管理に係る業務」には、化学物質管理専門家、作業環境管理専門
家、労働衛生コンサルタント(労働衛生工学)、労働安全コンサルタント(化学安全)、

化学物質管理者、化学物質関係作業主任者、作業環境測定士、第一種衛生管理
者、衛生工学衛生管理者、保護具着用管理責任者の業務が含まれること。

・「粉じんの管理に係る業務」には、粉じん則で規定する粉じん作業に係る管理に
係る業務のほか、粉状の化学物質の管理に係る業務が含まれること。



化学物質管理専門家の要件

【要件】
②衛生工学衛生管理者免許を受けた者で、その後8年以上安衛法第10条第
1項各号の業務のうち衛生に係る技術的事項で衛生工学に関するものの管
理の業務に従事した経験を有する者 ※総括安全衛生管理者の職務

③作業環境測定士の登録を受けた者(作業環境測定士)で、その後6年以上
作業環境測定士としてその業務に従事した経験を有し、かつ、厚生労働省
労働基準局長が定める講習を修了した者



化学物質管理専門家の要件

【要件】①～③までに掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者

④労働安全コンサルタント(化学)の登録を受けた者であって、その後5年以上の化学物質
に係る安衛法第81条第1項に定める業務に従事した経験を有する者

⑤一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会が運用している「生涯研修制度」によ
るCIH労働衛生コンサルタントの称号の使用を許可されている者

⑥公益財団法人日本作業環境測定協会の認定オキュペイショナルハイジ二ストまたは国際
オキュペイショナルハイジ二スト協会の国別認証を受けている海外のオキュペイショナル
ハイジ二ストもしくはインダストリアルハイジ二ストの資格を有する者
⑦公益財団法人日本作業環境測定協会の作業測定インストラクターに認定されている者

⑧衛生管理士(労働衛生コンサルタント試験(労働衛生工学)に合格した者に限る)に選任さ
れた者であって、5年以上労働災害防止団体法第11条第1項の業務または化学物質の管理
に係る業務を行った経験を有する者
⑨産業医科大学産業保健学部産業衛生学科を卒業し、産業医大認定ハイジニスト制度にお
いて資格を保持している者



化学物質管理専門家の登録

一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会



一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会

化学物質管理専門家および作業環境管
理専門家資格確認名簿登録申請書

【該当する資格】

労働衛生コンサルタント（試験の区分が労働衛生
工学であるものに限る。）に係る「５年以上化学物
質の管理に係る業務に従事した経験」又は「５年
以上粉じんの管理に係る業務に従事した経験」に
ついては、当該資格取得の前後を問わないこと。



化学物質管理専門家の登録

公益社団法人 日本作業環境測定協会





化学物質管理専門家の登録

公益社団法人 日本作業環境測定協会



本日の講演が皆様の業務の一助になれ
ば幸いです。

お疲れ様でした！


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24: 安全衛生関係法令の順守システム
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40

